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第２節 商標の登録 
 
１．  商標制度の概要 
 
（１）  サービスマークの登録  
 
（２）  商標権侵害行為の定義 
 
（３）  周知商標の保護  
 

(４）  団体標章の登録および保護 
 
（５）  商標権の使用が認められる場合の定義の拡大および使用許諾契約を登録する権

限が商標登録官に付与されること  
 
（６）  未登録の商標を顧客吸引力（のれん）と分離して譲渡すること。 
 
（７）  審判委員会が、商標登録官の査定に対する不服申立を審理し、商標登録取消審

判を実施すること 
 

 商標については、特に商標の保護を定めた規定の他に、詐称通用に係る判例法上の

保護も受けることができる。 
 
  2013 年 7 月 8 日付けの通知により、2010 年制定の商標（改正）法および 2013 年制定

の商標（改正）規則は、マドリッドプロトコルに加盟するためにインド国内で施行された。

改正により、以下の大幅な修正がなされた。 

 

（１）  マドリッドプロトコルにおける国際出願および登録を考慮し、商標法に新しく

 第 IVA 章を、規則に対応する第 IIIA 章を挿入した。 
 
（２）  商標の登録手続きを出願から 18 カ月以内に完了することとする、第 23 条(1)

(b)を包含させた。 
 
（３）  商標公報の発行日からの異議申立する期間を 4 カ月に改正した。 
 
（４）  繊維製品に関する第 X 章の削除。 
 

インドは、商標に関する以下の国際条約に加盟している。 

 

（１）  貿易関連知的所有権協定（1995 年 1 月加盟） 

 

（２）  工業所有権に関するパリ条約（1998 年 12 月加盟） 

 

（３）  標章の登録のための商品およびサービスの国際分類に関するニース協定（第 10
版） 
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２．  商標局および審判委員会 

（１）  商標局 

インド商標局は、1958 年に制定された商標および商品標法に基づき、本部がムンバイに

置かれ、また支部がアーメダバード、チェンナイ、デリー、およびコルカタに設けられ、

現在に至っている。 

 

商標の登録、異議申し立て、更新、および譲渡証書または使用許諾契約書等の記録その

他については全て、インド商標規則（2002 年制定）に基づき、出願人または請求者のイン

ド国内における事務所所在地を管轄する商標局に対して、出願しまたは請求することとさ

れている。出願人等の事務所所在地がインド国内ではない場合には、当該出願人等がイン

ド国内における送達先として指定する住所を管轄する商標局に対して行う。商標の登録が

出願された商標局は、爾後当該商標に係る全ての事項を処理する権限を有する。よって、

いったん管轄当局が決まった商標について、異議を申し立てまたは訂正を請求する等の手

続きを取る場合には、当該管轄当局に対して、これを行わなければならない。 
 
（２）  知的財産審判委員会（IPAB） 

2007 年のインド商標法改正における重要な変更点は、知的財産審判委員会（IPAB）が

新設されたことである。この知財審判委員会は、以前は高等裁判所が審理していた商標登

録官の査定に対する不服申し立てを審理する唯一の機関として、設けられたものである。

現行商標法の定めにおいては、商標登録官の査定に対して不服を申し立てる場合に、特に

不服申立事項およびその範囲に制限が置かれていない。知財審判委員会はこの他に、商標

登録の取消し又は訂正審判を行う権限も認められている。但し、商標権の侵害および詐称

通用に係る訴訟の審理権限は、これまで通り裁判所に存する。 

 

IPAB の創設により、商標登録官の査定につき高等裁判所に申し立てられていた不服案

件が全て、審判委員会に移送され、迅速に判断が出されている。IPAB が審理権限を有す

る事項については、裁判所の裁判権等の権限は一切認められない。知財審判委員会の決定

については、原則としてこれに対する不服や異議を申し立てることができない。例外的に

不服や異議申し立てが認められるのは、インド憲法第 226 条および／または 227 条に基づ

き、インド高等裁判所が権限を行使する場合に限られる。1つまり、インド高等裁判所は、

知財審判委員会の出した決定につき、基本的権利の侵害、管轄権の欠如、法律上の誤り、

事実認定の誤り、自然的正義に反する重大な事由等があるため、当該決定が誤りであると

考える場合には、権限を行使して、当該決定を正すことができる。 
 

インド憲法 227 条に基づき行使できる高等裁判所の権限は、IPAB にその権限を守らせ

ることであって、IPAB の権限内のあらゆる問題や誤った決定を修正することができると

いうものではない。従って 227 条で権限を行使するのは、重大な義務違反とか法の基本原

則にはなはだしく違背するような場合に限られる。高等裁判所が権限行使をするのは控訴

裁判所としてでもなければ、IPAB の判断代置をするものでもない。IPAB がした事実認

定が、合理的なものであれば到底そのような結論になならないようなもので、その認定を

                                                            
1 インド憲法第 226 条は、インド憲法に定める基本的権利の行使を確保すべき場合に、インド
高等裁判所がその裁量で命令権を排他的に行使することができる旨を定めた規定である。この
インド憲法第 226 条に定める権限と合わせて、または同条に定める権限の代わりに行使するこ
とのできる権限として、インド憲法第 227 条においては、インド高等裁判所がインド領域内に
ある全ての裁判所および審判機関を管理し監督することができると定められており、これらの
規定に基づき、知財審判委員会の出した決定がインド高等裁判所により覆されることがある。 
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正当付ける証拠がないか当該認定が偏向に満ちたものである場合に、高等裁判所はその事

実認定を除外あるいは無視することができる。 
 
事例としては、Glaxo Group vs. Union of India(2010 (42)PCT507(Del) がある。IPAB

はこのケースで、紛争対象の「VOLMAX」はすでに取引で使用されていた被請求人の対

象商標子も外観も構成も類似しているとした。請求人は IPAB のした決定に対して不服の

申立をしたのである。デリー高等裁判所は、IPAB のこの問題に対する決定は本件の複雑

なことに対応していないし、競合商品に用いられていたということに関して商品の認識は

商標法 12 条 1 項の趣旨から重要であるとした。IPAB の決定は大雑把なのもので、対象商

標、あらゆる点で欺瞞的に類似しているとし、全体として比較せず、また「VOTLAS」が

一連のあるファミリーの商標であって類似した接頭語を有しているということであり、こ

の場合には商標は一般的な要素と個別の要素とを分けてみなければならないが、これらを

基礎として比較していないとする。IPAB に出された審判の申立ては、事実にも法律にも

基づいたもので、それゆえに証拠を綿密に分析し、法律上の問題を含めて生じている問題

を決定することが求められていたのである。法律上の問題とは、商標法 12 条 3 項は、同 1
2 条 1 項の例外の規定であるかどうかである。よって、IPAB は再度、審判請求の内容を

検討することが求められたのである。このようにして、IPAB の決定は、除外され、この

（高等裁判所への）不服申立は処理されたのである。 
 
IPAB には、自らの行う審理・審判手続きについて、自然的正義（natural justice）に

反せず、かつインド商標法の定めに準拠した手続き規定を定める権限も認められている。

知財審判委員会は、この権限を行使して、2003 年に、インド知的財産審判委員会手続き規

則を定めた。同規則およびインド商標（知的財産審判委員会に対する申し立て・審判手続

き）規則（2003 年制定）の両規則において、申し立てまたは審判において知財審判委員会

に提出する請求書・答弁書等および証拠の様式が定められている。 
 

IPAB には、次に掲げる民事訴訟に係る事項については、裁判所と同じ権限が認められ

る。 
 
① 証拠の受理 
 
② 証人尋問嘱託書の交付 
 
③ 公文書の要求 
 
④ その他定めに基づき認められる事項 
 
現在、IPAB の本部はチェンナイにあり、審判機関はアーメダバード、チェンナイ、デ

リー、ムンバイおよびコルカタに置かれている。 
委員会はいずれも、法務委員 1 名、技術委員 1 名、および審判委員長により構成される。

審判委員長は、一または複数の委員会において、法務委員または技術委員を兼任すること

ができる。現在、知財審判委員会には、次に掲げる委員等が任命されている。: 
 

① 審判委員長–Prabha Sridevan 裁判官  
 
② 審判副委員長–  S. Usha 氏  
 
③ 技術委員–  D.P.S. Parmar 氏,  V. Ravi 氏  N. Anbazhagan 氏  
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３．  商標～定義と種類 
「商標」の定義は、インド商標法第 2 条(1)項(zb)号に定められている。標章が商標とし

て認められるためには、次に掲げる全ての要件を満たしていなければならない。（但し、

犯罪行為および刑罰について定めたインド商標法第 12 章（但し、第 107 条を除く。）の

定めを適用する商標には、第 2 条とは異なる要件が求められる。） 
 

（１）  視覚的にとらえられること。 
 

（２）  他者の商品または役務に対する識別性を有すること。 
 

（３）  事業として当該標章を使用しまたは使用する意思を有する商品または役務から、

当該商標を使用する権利を有する者（商標権者か、または使用権を付与された者かを

問わない。）との関連性が明らかになること。2 
 

但し、同一または類似商標の不正使用に係る犯罪行為および刑罰について定めたインド

商標法第 12 章（但し、第 107 条を除く。）の定めを適用する場合には、商標は、次に掲

げる全ての要件を満たすことを要する。 
 

（１）  視覚的にとらえられること。 
 

（２）  他者の商品または役務に対する識別性を有すること。 
 

（３）  使用中の登録商標または未登録商標であること。. 
 
商品の形状、包装、色彩、証明標章、および団体標章は、商標に当たるものとして明示

的に定められている。商標と認められうるものとしては、インド商標法において、記章、

標識、目印、表示、札、名称、記号、言葉、文字、数字、商品の形状、包装、色彩、また

はこれらの組み合わせを含む。 
 
Sumat Prasad vs. Sheojanan Prasad AIR(1972 SC 2488)では、「商標の機能は、購

入者または購入予定者に、商品の製造者または品質に関する表示を与え、商品が由来

する取引源を観察するための表示、または彼らがその状況を市場に伝達するための取

引の指標を与えることである」と判示された。 
 
M/s Power Control Appliances & Ors. vs. M/s Sumeet Machines Pvt. Ltd (1994 (2) JT

 07)では、「1 つの商標が 1 つの出所および 1 人の権利者であり得ることは、商標に関す

る商標法の確立した原則である。2 つの出所はあり得ない。」と判示された。従って、商

標の主要な機能は、市場で販売されている商品の起源および出所を示すことである。 
  
（１）  色彩標章3 

                                                            
2 団体標章に関しては，当該商標を取得する者が自ら扱う商品または役務について「他者の商
品または役務に対する識別性を有すること」との言及は、商標の所有者である団体の構成員
の商品又はサービスを他人のそれらから識別する旨の言及と解釈する。 
3 同ドラフトマニュアル第 5 条 2.1.2 を参照 
http://ipindia.nic.in/tmr_new/TMR_Manual/DraftManual_TMR_23January2009.pdf 

http://ipindia.nic.in/tmr_new/TMR_Manual/DraftManual_TMR_23January2009.pdf
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商標法における「標章」と「商標」の定義は、「色の組み合わせ」である。しかし、当

該の定義は事実上包括的なため、単色も商標として登録が可能である。インド商標登録局

が発行したインド商標の実践と手続きのためのドラフトマニュアル（「商標登録局のドラ

フトアニュアル」）は、色彩に関する識別性を評価する上で慎重な姿勢を取り、色彩それ

自体は通常、出所の標識として取引者に利用されることはないため、消費者は、商品や

サービスの出所として色彩を取り扱うのに慣れていないのである。 
 
単色4は、それが商売上非常に珍しく特有で、出所の標識として消費者に認められている

場合は、登録可能である。5したがって、単色から成る標章は、特許法第 9 条(1)(a)におい

ては、生来の識別性に欠けるとして、拒否される可能性が高い。色彩に関して獲得した識

別性に関する限り、当該マニュアルでは、色彩に関する独占権が求められれば、識別性に

欠けるとの拒否に打ち勝つ有力な証拠が求められる。 
 
出願者が色彩商標の登録を望む場合は、出願書には、その色彩の効果を述べた記述が記

載されていなければならない。出願者が、商標特有の要素として色の組み合わせ6を主張す

る場合、出願には、説明が記載され、モノクロの商標の複製が1つと、カラーの商標の複

製が4つ添えられていなければならない。 
  

（２）  音声商標7 

 商標法における「商標」の定義は、包括的な定義であり、音声商標は、図示でき、特徴

的であれば、商標とみなすことができる。商標法および商標規則は、音声商標の図形表現

という手段に関しては何も規定していない。しかし、商標登録局のドラフトマニュアルに

よれば、音声商標には、特別な配慮が必要である。ドラフトマニュアルには、事実上の識

別性は、音声商標の登録の承認には欠くことの出来ないものであると記載されており、ほ

んの1、2音のみを含む簡単な音楽、特有の地域に強く関連した音楽、子どもの童謡など、

音声商標として限定できる例が挙げられている。最初の音声商標は2008年、インドにおい

てYahooが登録したかの有名な「ヨーデル」である。最近ICICI銀行は、自社のコマー

シャルで繰り返し流している「ジングル」と呼ばれるフレーズも登録している。 
 
（３）  匂いの商標8 
 インド商標登録局は、今日に至るまで、匂い商標の登録は付与していない。匂い商標の

出願者が満たさなければならない主な要件とは、当該の商標を図形で表現できる、という

ことである。香りが特徴的であり、消費者が、香りだけを基に、香り付き商品の起源が特

定の取引者に起因すると、証明するのも困難である。さらに、登録を求める「匂い」は、

機能的なものでも、審美的なもの（例：香水）でも、技術的なもの（例：蚊忌避剤）でも

いけない。 
 
（４）  ホログラム9 

                                                            
4 同マニュアル第 5.2.1.2 を参照 
5 Dyson Ltd.の商標登録出願 2003RPC47-商品のそのクラスの起源を示す標章として役立つ単

一の色彩は、それが業界で非常にまれで特有のものであり、業者および消費者に同様に認識さ

れる場合は、商標として登録される場合がある。 
6 マニュアル第 5.2.1.3 項 
7 マニュアル第 5.2.2 項 
8 マニュアル第 5.2.3 項 
9 マニュアル第 5.2.4 項 
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 商標法における「商標」の定義は、包括的で、無制限なものである。ホログラムは、図

示でき、取引者別に当該の商品やサービスが区別できれば、商標とみなすことができる。  
商標登録局のドラフトアニュアルに関しては、複数の特徴を有するホログラム商標の登

録に関する出願時に、出願者は、追加の表示シートにおいて、当該のホログラムの中で描

かれた様々な図の各表示を提供しなければならい。しかし、単純なホログラムについては、

複数の図を必要としないこともある。ホログラム商標の識別性の審査基準は、文字商標ま

たは図形商標に対するのと同様に適用可能である。 
 
（５）  立体標章10 

商標規則には、立体商標の登録に関して、出願者は、願書において、登録しなければな

らない商標は立体商標であると、明確に述べるよう求められる、と明記されている。商標

規則はさらに、出願者は、当該商標の二次元グラフィック複製または写真複製を提供しな

ければならない、と命じている。このような複製には、当該商標の異なる3つの図が含ま

れていなければならない。当該の複製は、その立体商標の詳細を充分示していないという

見解を持った場合、登録官は、出願者に当該の商標についての最高5つの異なる図および

言葉による説明をさらに提供するよう依頼してもよい。まだ納得できない場合、当該の登

録官は、商標の見本を求めてもよい。したがって、最良の方法として、立体商標の登録の

出願時に、出願者はあらゆる角度（全体像、側面、トップまたは底面の画像）からの、当

該商標の画像を提供すべきである。インドにおける登録立体商標の事例として、トブラ

ローネチョコレートの立体形状（登録番号1279340）が挙げられる。 
 
商標登録局のドラフトアニュアルとして、立体商標の識別性は、その他の商標と同様の

方法で評価される。しかし、当該商標の形が機能的なものか、また、それゆえ、商標法第

9条(3)で禁止されているかどうかは、登録官が決定しなければならない。 
 
４．  日本語文字11 
ヒンディー語または英語以外の文字の商標出願には、その願書および追加の表示シート

ともに（その内容を）裏付ける字訳またはそれらの文字の翻訳を添えなければならない。

そのような裏付けは、当該の文字が属する言語で言明され、出願者またはその代理人が署

名しなければならない。そのような情報を提供すればすぐに、インド商標登録局は、それ

を記録する。但し、そのような字訳または翻訳が提供されない場合、審査官は、出願者に

対し、その公式の審査報告において、字訳または翻訳を提供するよう要求する。日本語文

字から成る商標に関しては、出願者は、ヘボン式における字訳を提供しなければならない。 

 
５．  商品および／または役務の指定 
登録することが求められている商標についての商品およびまたは役務は願書で特定し、

対応する区分に分類するものとする。単なる分類標目は許容されず、出願は対象となる適

格な商品または役務を指定しなければならない。 
 
 インドが、標章の登録のための商品およびサービスの国際分類に関するニース協定（19
57）の参加国であることを知ることは適切である。この規則は改正されており、インドは

現在、商品および役務の国際分類の第10版を遵守している。役務の区分43～45が追加され

た。 
 

                                                            
10 マニュアル第 5.2.6 項 
11 マニュアル第 4.2.7 項 
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 規則 25(15)においては、商標登録出願を行っている間、出願において記載された商品ま

たはサービスの名前は、登録官が発行し、上記の（2013 年 1 月 14 日付けで G.S.R.21(E)
により新たに挿入された）商品またはサービスの区分において 記載された名前に対応すべ

きである。 
 
６．  調査  

2010 年の改正により、商標局による商標調査の要求のための規定は削除され、関連のフ

オームは 2002 年の商標規則から削除された。調査は、他のモジュール中でオンライン調

査モジュールを提供する下記の商標局のウェブサイトで実施される。 
 
http://ipindiaservices.gov.in/tmrpublicsearch/frmmain.aspx 
 
有料で開始したオンライン調査は、現在は無料で行われている。調査は、音声的および

構造的に関連する商標を取得するために効果的な組み合わせおよび順列を使用し、いくつ

かの基準を用いて行われている。 
 
 対象となるものは調査基準の組み合わせによりカバーされ得るが、調査を実施するため

の所有者またはその代理人によって用いられる文字列またはキーワードによる調査と同様

に、対象となるものはデータベースに供給される商標の正確さに依存するため、その結果

は絶対確実なものではない。文字商標および図形商標の調査はいずれも公式のデータベー

スで可能である。 
 
 数年前までは、商標局は、ロゴ／図形に起因する名称に基づき、全てのロゴ／図形商標

の目録を作成している。しかし、商標局は、現在は商標の図形要素の国際分類（ウィーン

分類）を採用しており、分類および目録作成の過程における種々のロゴ／図形商標はこの

システムによる。したがって、調査は、現在は適切なウィーン分類および文字要素を用い、

ロゴ／図形商標についてオンラインデータベースにより調査が行われている。 
 
７.  商標の登録  
（１）  出願とその追行  

商標法においては、何人も、自らが所有しかつ使用しまたは使用する意思のある標章に

ついて、商標登録官に対し、これの登録を出願することができると定めている12。代理人

または代表者は権限を付与されていないのに、自らの名義で商標を登録することは名文の

定めをもって禁じられている（商標法146条）。 
 

 多区分出願および条約の優先権を主張する出願は商標法により認められている。単一の

区分の出願とは対照的に、多区分出願は単一の出願によって複数の区分での同一商標の登

録を容易にする。出願人が、1以上の区分の商品または役務に関する同一商標の登録に関

する単一の出願をすることを可能にする。 
 
 条約国で出願した出願から優先権を主張する出願は、出願人が優先権の基礎となる外国

出願の出願から6カ月以内に出願するという条件で出願が容認される。 
 
規則は、単一の区分、優先権を主張する単一区分、多区分および優先権を主張する多区

分および優先権を主張する他区分の商標登録の出願時には、出願人は以下の情報を提示し

なければならない。 
                                                            
12 標法第 18 条 1 項 

http://ipindiaservices.gov.in/tmrpublicsearch/frmmain.aspx
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・出願人の詳細 

・登録しようとする商標の商標見本 

・商品／役務についての記載13 

・使用状況の記載 

・委任状 

・優先権を主張する条約出願の詳細、並びに、もしあれば優先権出願の認証謄本 

・出願人が、商標の特徴を示す色彩の組み合わせを主張することを希望する場合、出願は、

の記述を含まなければならず、白黒の商標見本 1 つおよび色彩を有する商標見本 4 つを添

付しなければならない。 

・出願が、商標が立体商標であるという旨の記述を含む場合、商標見本は二次元の図形ま

たは写真見本を含むものとする。  

・出願が商品の形状またはその包装から構成される場合、添付される商標見本は、商標の

少なくとも 5 つの異なる図および商標の文字による記述からなる必要がある。 
 
① 優先権 

 優先権主張の認証謄本、または必要とされる場合にはその英語の認証翻訳文を出願後に

（しかし出願から 2 カ月以内に）提出しなければならない。この書類を提出しない場合、

優先権を主張できなくなる。 
 
② 使用状況の記載書 

デリーの商標局においては、出願後に使用状況の記載書を提出することを認めているが、

ムンバイおよびコルカタの商標局は、使用状況の記載書を必ず出願時に提出しなければな

らないと定めている。 

 

 出願時にまだ使用されていない場合には、“Proposed to be used”と記載する必要がある。 

 

③ 出願の願書作成 

上記詳細が正式に取りこまれ、提出が要求される書類の手配を適切にする必要がある。

追加書類、料金計算、書類作成、その他の手続きを、出願が商標局に提出されるまでに完

了しなければならない。商標法の下での迅速な処理がされるよう必要書類を揃えるべきで

ある。 

 
 商標登録出願が受理されると、商標局から出願番号の記載された受領書が交付される。

更にそれから 1 週間以内に、商標登録局は公式のデータベースに当該出願に割り当てられ

た出願番号および出願日の記載された商標見本をアップロードする。これまでなされてい

た、商標見本を出願人あるいは出願代理人に送付することはもはやしていない。 
 
（２）  審査 
 商標登録出願が受理され、出願番号が割り振られると、商標法の実質的および手続的な

規定の下、審査官によって審査され、審査報告書によって拒絶理由がもたらされる。 

 

 長官は、ムンバイにある審査、公表および登録のセクション（EPR）に関する商標局の

指令14を出している。承認された審査報告書をアップロードする過程が明確に制定されて

                                                            
13 各クラスについて明細書が 500 字を超える場合、追加料金がかかる。 
14 受付番号 CG/order4(TMR)2011/139 
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いる。審査報告書がいったん承認されると、出願人／代理人に発送され、発送の日から 1
カ月の猶予期間が適用されるものとすることが規定されている。上記の命令を解釈して、

審査報告書に応答するための 1 カ月の法定期間が出願人／代理人に与えられることを確保

するために、各地の商標局（Trade Mark Offices）は、審査報告書を発送することを指示

されている。商標登録局（Registry）からの審査報告書の発送がかなり遅れるので、商標

登録局からの発送を待つのではなく、インドの代理人は、審査手順を促進する便宜のため

にアップロードされた審査報告書をダウンロードし、任意に商標登録局に応答する。代理

人が審査報告書を既にダウンロードし、応答している場合、商標登録局は審査報告書を発

送しないこともある。 
 
 従って、審査報告書に対して応答を提出するための 1 カ月の法定期間は、審査報告書が

代理人自身によってオンラインデータベースからダウンロードされる場合には適用されな

い。商標法による 1 カ月の法定期間は商標登録局の指令により、通知書によって審査報告

書が発送される場合にのみ適用され、法定期間は、商標登録局により発送された通知書が

発送された日から 1 カ月の期間になる。従って、商標登録局からの審査報告書がまだ確認

されず、または発送されていない場合には（代理人が審査報告書をオンラインデータベー

スでダウンロードする場合）、1 カ月の法定期間は適用されない。 

 
 審査過程には、以下の点についての方式の遵守を含む。 
 

・登録を求める商品／役務の正確な記載。 

・使用状況の記載、すなわち、登録を求める商品および役務について、出願前にインドで

商標が使用されたかどうか。 

・出願人の代理として行動する代理人に基づく代理人を承認する書類。かかる書類は、出

願の会社の代表者の署名のみが必要で、公認または公証を必要としない。もしあれば、優

先権出願の認証謄本と共に、優先権が要求される条約出願の詳細。 
 
商品の類否を考慮する要素としては、次のものが挙げられる。 

 
・競合相手の商品の性質、特徴および性能における類似性。 

・商品の間で使用や機能の状況。 

・それらの商品が売買される商品流通。 

・購入しそうな購入層と購入するに際してどれだけ注意を用いるか。 

・関連するその他の状況である。 
 
このようなわけで、商品の類否を定めるには単一の基準はないということになり、そし

て、個別に事例の特有の事実を考慮していくこととなる。 
 
サービスの類否を決定するには、一般的には次の事項を考慮することとなる。 

 
・ サービスの性質 目的。 

・ サービスのユーザー。 

・ 通常のビジネス関係。 
 
 起こり得る拒絶理由は以下を基準とする。 
 
・商標法第 9 条による商標の識別性の欠如または記述的なものであること。 
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・商標法第 11 条における類似または同一である商標についての以前の出願／登録との競

合。調査は、登録が求められる区分においてのみ類似または同一の商標についてインド商

標局により実施され、異なる区分での関連商品のクロスサーチは実施しない。 
 
以前は、出願人が意見書をもって意見陳述しても、やはり拒絶理由が認められた場合に

のみ、拒絶理由に係る口頭審理が行われたが、現在は、商標の登録出願に対して拒絶理由

が出された場合には、必ず拒絶理由に係る審理が行われている。 

 
①  絶対的理由に基づく拒絶査定～インド商標法第 9 条 

インド商標法第 9 条は、商標登録の拒絶理由として、識別性の欠如、公序良俗、および

商品の形状をあげている。 
 

ⅰ．識別性に欠ける場合15 
登録出願された商標が、次に掲げるいずれかの事由に該当する場合には、拒絶査定がな

される。 
 
a）識別力の認められる特徴が見られないもの 
 
b）単なる記述的標章や自讃的なものとしか思えないもの 
 
c）当該商標を使用する商品または役務の属する業界において慣用されているもの 
 
但し、上記の事由に該当するものであっても、登録出願前から当該商標を使用しており、

これにより識別力の認められる特徴を有するものとして認められるようになった商標、ま

たは周知商標とみなされる商標は、登録査定がなされる。 
 

ⅱ．公序良俗に反する場合16 
登録出願された商標が、次に掲げるいずれかの事由に当する場合には、拒絶査定がなさ

れる。 

 

a）誤認を招き、または混同を生じるようなもの 

b）インドの各宗教宗派の宗教感情を刺激し、または公序良俗に反するようなもの 

c）インド標章および名称の不正使用防止法（1950 年制定）に基づき、使用が禁じられた

もの 

 

上記の事由に該当するものについては、登録査定がなされることはない。明らか識別性

を有し、または識別性が認められるようになったものであっても、上記のいずれの事由に

該当すれば、必ず拒絶査定が下される。 

 

ⅲ．商品の形状のみからなる商標の場合17 
商品の形状のみからなる商標は、次に掲げるいずれかの事由に該当する場合には、拒絶

査定がなされる。 
  

                                                            
15 商標法第 9 条 1 項 
16 同条(2)項 
17 同条(3)項 
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a）当該商品の性質上、当該形状とならざるを得ないもの 

b）当該商品の機能を確保する上で、当該形状が不可欠であるもの 

c）当該商品の価値が、著しく当該形状に起因するもの 

 

上記の事由に該当するものについては、登録査定がなされることはない。明らかに識別

性を有し、または識別性が認められるようになったものであっても、上記のいずれかの事

由に該当すれば、拒絶査定が下される。 

 

これまででは、上記（c）に該当する事例では次のものがある。 

装飾性のあるランプ（以下の図を参照）の形が、商品を魅力的にすることにより商品に

実質的価値を生じさせているように見え、商標法 9 条 3 項による拒絶理由を引き出すこと

となる。 

 

② 相対的理由に基づく拒絶査定～インド商標法第 11 条 

 インド商標法第 11 条に定める相対的理由に基づく拒絶査定は、当該商標が抵触する商

標が存在する場合に、適用される。 
  
インド商標法第 11 条に基づき、商標は、当該商標と同一または類似の登録商標がある

場合、またはパリ条約等の締約国へ出願された商標で当該商標の出願日よりも前の日が優

先日となる。当該商標と同一または類似の商標である場合には、これに対して拒絶査定が

なされる。但し、かかる登録商標またはパリ条約等の締約国へ出願した商標を使用す

る商品または役務が、当該商標を使用する商品もしくは役務と同一または類似のもの

であり、かつこれらの商品または役務に同一性または類似性が認められるが故に、需

要者の混同を招くおそれがなければならない18。 

 

また、インド商標法第 11 条の定めに基づき、周知商標に抵触し、一定の事由に該当す

る商標についても、登録が認められない19。これについては、本第 2 節 14 の項において説

明する。 
 

第 3 の拒絶理由としては、詐称通用に係るコモンローまたは著作権法の規定に基づき、

商標の使用が制限されると思われる場合にも、インド商標法第 11 条に基づき、当該商標

の拒絶査定がなされる20。但し、かかる拒絶理由をもって商標の登録が拒絶されるのは、

異議申し立て手続きが提起された場合に限られ、商標登録官が職権をもってかかる拒絶理

由に基づき拒絶査定を下すことはできない。 

 

                                                            
18 インド商標法第 11 条(1)項 
19 同条第 2 項 
20 同条第 3 項 
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なお、商標登録官は、インド商標法第 11 条(10)項(ii)号の定めに基づき、商標登録の出

願審査または異議申し立ての聴聞において、商標登録の要件を満たしているかどうかを判

断するときに、出願人または商標に係る権利に影響の及ぶ異議申し立てを提起した者に、

悪意があったかどうかを検討しなければならない。 

 

（３）  登録の承認（acceptance）および公告 
 商標登録官は、商標法に基づき、裁量をもって、拒絶査定を下し、または無条件もしく

は補正、変更、条件もしくは制限付きで登録査定を行うことができる。但し、かかる裁量

権は、商標法の定めに従って合理的に妥当とみなされる方法で行使しなればならず、恣意

的に行使してはならないとされている。 
 

 出願が実体審査の結果、登録の承認がされると、第三者による異議申立のために商標公

報に公告される。商標登録官は承認前に商標登録出願を公告してもよい。21 
 
商標登録官が審査結果の承認前に公告をする場合とは、商標法 20 条の条件付の下です

る場合であり、類似の商標の先行出願があるとか、当該商標が識別性を欠くとか、その他

例外的な状況がある場合である。 
 これに対して承認後の公告は、出願人に対する異議申し立てへの応答に満足している場

合か、そうでなければ出願が公告されるべきと商標登録官が信じている場合である。 
 承認前に商標が公告される場合は、商標登録官は当該事案に応じて後の日に、再度公告

をするか出願を容認するかの裁量を有する。 
 
（４）  異議の申立て 
① 異議申立は、商標公報における出願の公開日から 4 カ月以内22に提出しなければなら

ない。 
 
② 異議申立の写しは、インド商標登録局によって出願者に送達される。 
 
③ 出願者は、異議申立に対する答弁書を、異議申し立て受領日より2カ月以内に提出す

るよう求められている。この期日は、延長することはできない。答弁書が法定期日までに

提出されない場合は、当該の出願は特許法第21条(2)において放棄されたものとみなされる。 
 
④ 答弁書の写し1部が、登録官によって異議申立人に送達され、答弁書の受領日から2カ
月以内に異議申立の裏付けとして、その証拠を写しで出願者に提出するよう異議申立人に

求めている。この異議申立人の証拠提出の法廷期間は、登録官に特別申請を行ってから1
カ月間延長することができる。 
 
⑤ 異議申立人の証拠の写しを受領後すぐに、出願者は、出願の裏づけとなる証拠を受領

日より2カ月以内に提出するよう求められている。2カ月というこの期間は、要請があれば

1カ月間延長することができる。 
 
⑥ 当該の異議申立人は、その証拠を、出願者の証拠を受領後1カ月以内にそれに対する

回答として提出してもよい。この1カ月という期間は、要請があればあと1カ月間延長する

ことができる。 
 

                                                            
21 20 条 1 項但し書 
22 編者注：商標規則 47(1)で 3 カ月プラス 1 カ月の延長が認められている。 
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⑦ 商標法が当事者に、さらなる証拠を挙げることを認めていない一方で、商標登録官は、

どちらかの当事者にさらなる証拠を挙げる許可を与える権限を持っている。 
 
手続きについては、上記の法定タイムラインを超えて提出されたいかなる証拠も、当該

の証拠を提出する特別な時間を許すための対話型申し立て(IP)が伴わなければならない。

この IP は相手側当事者にも役立ち、商標登録官が聴聞を必要とすることがある。通常、

そのような特別な時間を取ることが許されれば、IP は苦心しなくても受理され、十分な判

例がある。 
 

⑧ 証拠が完全なものとなればすぐ、登録官は両当事者に対して、聴聞日を知らせる。聴

聞は通常、証拠が完全なものとなってから3カ月以内に行われる。聴聞は、聴聞日のお知

らせ後、少なくとも1カ月経った日の実施が求められている。両当事者は聴聞に参加する

意図を、正式な形で知らせるか、適切な状況で聴聞日の延期を求める要望を提出しなけれ

ばならない。 
 

⑨ 聴聞の実施後、登録官は書面でその決定を両当事者に連絡する。  
 

⑩ 登録官の決定には、商標法の下構成された特別の審判合議体すなわち知的財産審判部

（IPAB）で異議が申し立てられることがある。登録官の決定に対して、決定日から3カ月

以内に上訴を申し立てることができる。 
 
 インドにおける「抜駆け商標登録」の問題に関して次のような最高裁判所の判例（N.R. 
Dongre and Ors. vs Whirlpool Corporation (1996)5 SCC 714）がある。 
  「取引業者は、別の者によって（取引者が使用した）商標をコピーされ別の者の利益のた

めにそれが先に登録されることによって取引業者自ら獲得した名声が利用されてはならな

いのであるから、商標の先行使用者としての権利を保護してもらう必要がある。その商標

の登録所有者（抜駆け商標登録者）は、購入者を偽罔してその商標（抜駆け登録商標）使

用の商品を買っているのに、本来の商品を買っているかのように信じさせること、そして

購入者はそのようなことを少しも意図していないのであるし、これが許されるという理由

をわれわれ（裁判所）には見出せない。詐称通用（パッシングオフ）の訴訟においては、

虚偽表示あるは偽罔が登録商標から生じたものか未登録商標から生じたものかは問題とな

らない。自分の商品を誰か他人のものとして表示することは許されない。」 
 

 インドでの商標の先使用に関して、次のような判例（Milment Oftho Industriesand Or
s. vs. Allergan Inc. (2004)）がある。この事案では、最高裁判所は世界市場で最先という

基準を採用し、インド企業による「OCUFLOX」という商標の使用に対して、海外の

（その商標の）所有者の権利を保護した。また、Lakhpat Raj Sampat Raf Sadh vs. P. 
Narayana の事案(AIR 1974 DEL 91)では後行の登録商標が先行の商標に欺瞞的に類似し

ている場合は、商標登録簿の訂正を拒絶することはできないと判示している。 
 

（５）  登録および更新  
異議が申し立てられなかった場合には、商標の登録手続が進められ、当該商標の商標権

者に対し、商標登録証が交付される。商標局における現在の手続処理状況では、商標登録

の出願手続が、何の問題もなく順調に進めば、通常、出願から 1、2 年で、登録が完了す

る。 
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マドリッド議定書に加入した後は、審査の状況を監視するチームを立ち上げており、国

内出願の処理の迅速化に務め、データをデジタル化し、滞貨の解消に努めているとされて

いる。 

 パリ条約締約国からの優先権を主張する出願の場合には、自国出願の行われた日をもっ

て、当該商標が登録されたものと見なし、爾後当該商標に係る事項においては、当該自国

出願日が登録日とされる。23 
 
 商標権の存続期間は、10 年間である。それ以後は、10 年ごとに更新することにより、

半永久的に存続させることができる。商標の登録更新手続きは、存続期間の満了する前6
カ月間に行うことができる。所定の更新期間内に商標の更新手続きを取らなかった場合に

は、更新期限から6カ月以内であれば、商標権者が遅延手数料を納付して、更新すること

ができる。 

 

（６）  商標の回復 
商標の失効後7カ月以内に更新手続きが取られなかった場合には、商標登録官により、

商標原簿から登録が抹消される。但し、商標の失効後6カ月月を経過していても、当該失

効後1年以内であれば、商標権者は、指定の手数料を納めて、商標登録の回復を求めるこ

とができる。商標登録の回復が請求された場合には、商標登録官は、適切と考える条件お

よび制約付きで、当該商標の回復を認めることができる。 
 
 また、商標法には、商標原簿から登録抹消された商標の効力に関して規定している。商

標原簿から抹消された商標は、商標登録の出願審査に関しては、当該抹消後1年間は、商

標原簿に登録された商標として扱われる。但し、当該抹消された商標は、抹消されるまで

の2年間善意で使用されたことがなく、または抹消されるまでに使用されていた状況から

して、登録出願された商標と紛らわしくなく、もしくは混同を生じるおそれがない場合に

は、登録商標とは見なされない。 

 
 
８． 欺瞞的類似性    

    インド商標法においては、「商標は、他の商標との識別が極めて難しく、誤認を招き

または混同を生じるおそれがある場合には、当該他の商標と紛らわしい類似商標と見なす」

と定める。判例においては、他の商標と紛らわしい類似商標に当たるかどうかは、初めて

見たときの印象を基準に、裁判所（または審判機関）が判断すべきであるとされた。24こ

れまで数々の裁判において他の商標と紛らわしい類似商標の判断が行われてきており、判

例法の形成を通じて、かかる判断の基準とすべき原則や要件が確立されてきた。 

 

商標が他の商標と紛らわしい類似商標に当たり、混同を生じるおそれがあるかどうかの

判断に当たり、検討すべき事由としてこれまでの判例を通じて確立されてきたものは、次

に掲げる通りである。 

（１） 当該商標に対してどのような信用がどの程度確立されているか。 

 

（２） 当該商標の種類 文字商標か、記号商標か、結合商標か。 

 

                                                            
23 第 154 条(2) 
24 Corn Products vs. Shangrila AIR 1960 SC 142 
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（３） 当該商標が外観、称呼、観念等の点で、どの程度類似しているか。 

 

（４） 当該商標をどのような商品または役務に使用するのか。 

 

（５） 競合業者の扱う商品または役務と、どのような性質、特徴および機能が類似してい

るのか。 

 

（６） どのような需要者が各々の知識に基づき、当該商標の使用された商品を購入しまた

は役務を利用すると思われるか。また、これらの需要者が各々の知識に基づき、かか

る商品を購入し、および／または役務を利用するときに、どの程度の注意を払うと思

われるか。 

 

（７） 当該商標の使用される商品または役務につき、これを購入する方法はどのようなも

のであるか、また事業活動または注文においてこれが流通する経路に、類似性が見ら

れるか。 

 

（８） その他当該商標に関連性を有する事由 
. 

上記の事由は、検討すべきものが全て挙げられているわけではなく、あくまでも例に過

ぎないが、商標の類似性を判断するときに、全ての事由を考慮しなければならないわけで

もない。当該商標に係る事由全体から、紛らわしい類似商標であると見なすことができれ

ば足りる。. 
 
９． 商標の類似性判断 

（１） 文字商標の類似性判断 

インドの裁判所は英国の裁判所の判例を参考にして商標権の規則を決めている。 
 

次に掲げる引用は、英国において出された判決の一部である。25インド最高裁判所によ

り出された判決において援用され、26文字商標の類似性を判断する際の基準となっている。 
 

まず、2 つの文字商標自体を比較する。その外観および称呼について検討しなければな

らない。次に、当該商標が使用される商品について検討する。更に、当該商品をどのよう

な需要者が購入すると思われるかを考える。そして、当該商標に関するあらゆる事由を斟

酌する。最後に、当該 2 つの商標が各所有者の扱う商品に通常の方法で商標として使用さ

れた場合に、どのような事態が生じると思われるかを検討する。全ての事由を考え合わせ

た上で、混同が生じるであろうとの結論に達した場合には、当該商標の登録を拒絶するこ

とができ、というよりも、かかる場合には、当然登録を拒絶すべきと言える。なお、「混

同が生じる」というのは、一方の商標を有する者が不利益を被り、もう一方の商標を有す

る者が不当な利益を得るとまでは予想されなくても、需要者の認識に混同を生じ、その結

果商品の混同が生じるであろうという程度で足りる。 

 

またインド最高裁判所による同判決においては、商標の類似性を比較するときには、こ

れを全体として比較すべきであり、審理において裁判所（または審判機関）が裁量で商標

                                                            
25 （判例）Pianotist Appln. (1906) 23 RPC 774 
26 （判例）Amritdhara Pharmacy vs. Satya Deo Gupta AIR 1963 SC 449 and Hoffman La 
Roche vs. Geoffrey Manners AIR 1970 SC 2062 
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を部分ごとに（識別力のある部分とない部分とに）分けて、これを比較対照するべきでは

ないとの考えが示された。27 

 

 その他に、文字商標の類似性を判断するときには、当該商標から想起される観念、商品

または役務が電話で注文するものである場合には称呼、構造上の類似性、あいまいな音節、

文字商標の略記がどの程度使用される傾向があるか、当該商標の類似性（識別力のない部

分）が英語の使われ方によくあるものまたは慣用されているものである場合には識別力の

ある部分、類似性の認められる部分が記述的標章とみなされるものかまたは他との違いを

示す表示となっているか等を、斟酌するのが相当であると判示された。 

 
（２）  図形・記号商標および結合商標の比較 

  図形・記号商標および結合商標を比較するに当たっては、次に掲げる事項に注意を要

する。 

 

① 商標全体が比較される 

 

② 商標の一部である図形や記号に類似性が認められるが、他の文字の部分には類似性が

認められない場合には、商標全体としては類似性があるものとみなされる。 

 

③ 類似性があるため紛らわしいかどうかを判断するに当たって、商標の特徴として主張

しないとされたものは考慮されない。 

 

④ 商標に不可欠な特徴が考慮される。28 

 

⑤ 観念の類似性が考慮される。 
 
 インド商標法第11条に基づき拒絶理由の認められる商標であっても、同法第12条に定め

る善意の競合使用その他特段の事情がある場合には、登録が認められることがある。 
 
１０.  善意の競合使用 

善意の競合使用と言えるかどうかの判断に当たっては、次に掲げる事由が商標登録官に

より検討される。 
 
（１）  どの程度競合使用されているか。 
 

（２）  商標が競合使用されている商品・役務の市場規模および地域。 
 

（３）  同一または類似の商標が使用されているために、どの程度の混同を招くと思われ

るか。一般的に需要者に不利益となるようなものであるか。 
 

（４）  どの程度善意で競合使用されているか。 
 

（５）  需要者に実際に混同が生じた具体的な事例が証明されているか。 

                                                            
27 （判例）Hoffman La Roche vs. Geoffrey Manners 前掲 
28 （判例）Lakhara vs. Shivkaran 1995 PTC 17、および National Chemicals vs. Reckitt & 
Colman AIR 1991 Bom 76、および Hi-Tech Foods vs. Khanna Enterprises 1998 PTC 689 
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（６） 競合使用されている商標を、場合によっては条件および制約付きで登録すること

を認めた場合に、競合使用されているが故に、不都合が生じるおそれがあるか。 
 

１１．  権利範囲 
 1999 年インド商標法（「商標法」）の規定に基づく登録により、商標所有者は、商標

を登録した商品または役務に商標を使用し、商標の侵害に対し裁判所から救済を得る排他

的権利を付与される。侵害訴訟は登録商標に限り利用することができる。商標法には、未

登録商標については「侵害」訴訟を提起できない旨も明示されている。 
 
１２．  侵害目的の使用  
 商標の侵害を判断するにあたり、ある者による次のいずれかの行為は、登録商標の使用

であると定義されている。 
 
（１）  商品またはその包装に商標を付すこと。 

 
（２）  登録商標を用いて商品の販売を申し込むか、販売目的の展示を行うか、商品を

市場に出すか、これらの目的で商品を保管し、または登録商標を用いてサービ

スを申し出るか、提供すること。 
 

（３）  商標を用いて商品を輸入または輸出すること。または 
 
（４）  業務文書または広告に登録商標を使用すること。 
 
 商標法は、登録により排他的な使用によって登録権利者に法律上の権利を付与するが、

コモンローの国であるインドでは、市場における商標の使用によって生成される営業上の

信用を保護することによって商標の顧客吸引力を保護することを覚えておかなければなら

ない。このような営業上の信用は特に保護されており、業者は、業者自身のビジネスで使

用する業者自身の商標や名称、または他の記号／トレードドレスを（第三者が）無断で使

用することに対し詐称通用訴訟を提起する権利を有する。 
 

１３．  商標侵害行為 

現商標法において商標侵害を構成する行為は、旧法における侵害行為と比べて相当広範

になっている。旧法においては、商標登録されている商品に同一または誤認を生じるほど

類似した商標を使用することが商標権の侵害となっていた。しかし、現行法は侵害の範囲

を拡大し、次の行為も対象としている。 
 

（１） 同一または類似の商標を同一または類似の商品に使用する場合において、当該

使用によって混同を生じるおそれがあるとき。商標が同一であり、商品または

役務も同一である場合は、混同を生じるおそれがあると推定される。 
 
（２） インドにおける登録商標の評判が高い（従って周知商標を含む）場合に、同一

または類似の商標を異なる商品／役務に使用すること。但し、違反商標の使用

が登録商標の識別性を不当に利用するか、それを害する場合とする。 
 
（３） 商号の一部として登録商標を使用すること。 
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（４） いずれかの者が正当な権限なくして、ラベルもしくは包装または広告に使用す

るか、使用を目的とする素材に登録商標を使用すること。但し、商標をそのよ

うに使用する権限がないことをその者が知っていた場合とする。  
 

（５） 登録商標を広告に使用する場合において、当該使用が公正な商慣習に反するか、

登録商標の識別性を害するか、登録商標の評判を低下させるか、損なうとき。 
 

（６） 侵害商標を付した商品の取引は、明示的に「登録商標」の使用範囲に含まれて

いるため、これも侵害となる。 
 

（７） 文字からなる商標の場合、口頭によるその文字の使用は、商標使用の定義に含

まれている。 
 
 上記規定の範囲および適用を説明するいくつかの判決を以下に説明する。 

 

 Hyundai Corporation vs. Rajmal Ganna (2007 (35) PTC 652 (Del))で、被告は、原告が

創作した商標、HYUNDAIをテレビ、アンテナ等に使用していた。裁判所は、商標の類似

性および商品の類似性の理由で、被告が原告の周知商標を用いることを制限した。 
 
 Aktiebolaget Volvo & Ors. vs. A.K.Bhuva & Ors (2006 (32) PTC 682 (Del))で、被告は、

電子モーター、ポンプ等について、商標VOLVOの登録を求めた。原告は大型商用車およ

び建設機器に関する世界的リーダーである。裁判所は、被告の商品は原告のものと類似し

ており、原告が創作した商標の被告による採用は、原告の評判を利用することを意図して

おり、その結果、原告の利益において仮差し止め命令を承諾するように結論を下した。 
 
 ソニー株式会社 vs. Aashish Electricals (2006 (33) PTC 336 (Bom))で、電化製品および

娯楽サービスについて、インドで登録され使用された原告の有名な周知商標「SONY」は、

AC アダプター等の電化製品について商標「SONNY」の使用を求める被告から保護されて

いた。 
 
 Alfred Dunhill Limited vs. Mr. Girish Kumar Hatankar & Ors. (2003 (26) PTC 469 
(Del))で、原告は、特に、紳士服、アクセサリー、化粧品、革製品、婦人用ハンドバック、

宝石類、香料、傘等を製造および販売するビジネスに関与する会社であると高く評価され

ていた。被告は、商号「Dunhill Securities Ltd.」における投資信託会社のビジネスを

行っていた。独特のサービスであるにもかかわらず、被告の商号の一部としての商標DUN
HILLの使用は、原告の国境を越えた評判を考慮し、裁判所によって侵害であると判決を

下された。 
 
 Caesar Park Hotels and Resorts Inc. vs. Westinn Hospitality Services Ltd AIR (1999 
Mad 396)で、被告は、原告の商標の使用が制限された。 
 
 Dabur India Ltd. vs. Emami Limited (2004 (29) PTC 1 (Del))で、夏の期間は原告の製

品を用いることができないと示す被告の広告は、裁判所によって中傷的であるという判決

を下され、その広告のテレビ広告が制限された。 
 
 なお、インドでは商標法 34 条で先使用権を認めている。これは登録商標の所有者ある

いは登録した使用権者による干渉を排除する趣旨のもので、法は登録商標と同一か欺瞞的

に類似している商標の先使用者の権利を明示的に保護している。この場合に、先使用とは、

登録商標の所有者あるいは登録した使用権者の使用の前にその商標を使用しているか、あ
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るいは登録日前に使用しているか、いずれか早いものの前に使用していることと理解され

ている。 
 

１４．  周知商標 

インド商標法においては、「周知商標」という特別な商標を認める。周知商標とは、当

該商標を使用する商品または役務との類似性が認められない商品または役務であっても、

第三者が使用を禁じられる商標をいう。インド商標法においては29、商品または役務に使

用される商標が、他の商品または役務に使用されたときに、当該商品または役務に使用さ

れる商標権者と、当該他の商品または役務との間に関連性があるものと、当該他の商品ま

たは役務の取引される市場の多くの需要者に誤解されるおそれのある商標を、周知商標と

いうと定める。周知商標は、インド商標法に基づき、商標登録、第三者による周知商標の

登録もしくは使用、または周知商標に類似した商標につき、保護される。 
. 
（１）  周知商標の認定基準 

周知商標の認定を行う商標登録官は、商標法の定めに基づき、関連性を有すると考える

全ての事由を考慮して判断を下すことができるが、認定に際して検討すべき事由として、

次に掲げるものを定める30。 

 

①  商標の使用される商品または役務の取引される市場において、当該商標がインド需

要者にどの程度知られているか、どの程度認識されているか。 

 

② 商標の使用されてきた期間、範囲（商品または役務の市場等）、および地域。 

 

③ 商標を使用する商品または役務の宣伝広告、広報、展示会における発表、公開等、当

該商標に関する販売促進活動が行われてきた期間、範囲（商品または役務の市場等）、お

よび地域。 

 

④ 商標が登録されまたは登録出願されてからの期間およびその地域（但し、かかる登録

または登録出願が、当該商標を使用しまたは認識した行為に当たることを要する）。 

 

⑤ 商標に係る権利が成功裏に行使されたことの記録（特に、当該商標が、裁判所または

商標登録官により、周知商標として認められたものをいう）。 

 

上記の他にも、商標法は特定の市場において商標が需要者に認識され、知られているか

を判断するに当たっては、次に掲げる事由も、商標登録官が検討することと定める31。 

 
① 商標を使用する商品または役務の市場に、実際にまたは潜在的に存在する需要者数。 
 
② 商標を使用する商品または役務の流通経路における関係者の数。 
 
③ 商標を使用する商品または役務を扱う業界。 

 

                                                            
29 インド商標法第 2 条(1)項(zg)号 
30 インド商標法第 11 条(6)項 
31 インド商標法第 11 条(7)項 
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なお、（全ての市場でなくても）特定の市場における周知商標と認められるとの判断が、

裁判所または商標登録官により出された場合には、当該商標は、登録上の関係では、周知

商標とみなされる32。 
 
周知商標の認定に当たって、商標登録官は、次に掲げる事由を、認定条件として採用し、

または要求してはならないとされている。33 
 

① 商標がインドにおいて使用されていること。 
 
② 商標が登録されていること。 
 
③ 商標の登録出願が、インドにおいて出されていること。 
 
④ 商標が、インド以外の法域において周知であり、登録されており、または出願されて

いること。 
 
⑤ 商標がインドの多数の需要者の間で周知であること。 
 

（２）  周知商標の登録要件 

周知商標は、識別力の認められる特徴がないこと、または単なる記述的標章に過ぎない

こと、または当該商標を使用する商品または役務の属する業界において慣用されているこ

とを理由として、登録を拒絶することができない。 
 

（３）  第三者による周知商標の登録～異議申し立て 

商標登録の出願審査または異議申し立て手続きの審理において、商標登録官は、インド

商標法第 11 条(10)項(i)号に基づき、周知商標と同一または類似の商標がある場合には、

周知商標を保護しなければならない。但し、周知商標と同一または類似の商標が、インド

商標法の施行前に既に、善意で使用されまたは登録されていた場合には、善意で取得され

た権利については、これが保護される。 

 

（４）  登録拒絶要件「不当な利益または識別力の認められる特徴もしくは名声の毀損」 

インド商標法第 11 条(2)項に基づき、周知商標と同一または類似の標章は、周知商標の

指定商品または役務とは異なる商品または役務について登録しようとする場合であっても、

登録が認められない。これを拒絶理由として援用することができるのは、登録しようとす

る標章を商標として使用すれば、不当な利益が生じ、または周知商標の識別力の認められ

る特徴もしくは信用を毀損することになる場合に限られる。  
 
商標の使用により不当な利益が生じ、または識別力の認められる特徴もしくは評判を毀

損するという文言、およびその判断に当たって適用される基準は、判決文において決めら

れる。インドの裁判所および商標登録官は、英国の判断を援用することが多く34、必ずし

も混同を生じるおそれがなくても、「不当な利益」が生じ、または「識別力の認められる

特徴もしくは信用を毀損する」商標との間に類似性が認められれば、当該商標の登録およ

び／または使用を許さない理由とするに足るとの立場を取る。なお、周知商標をぼやか

                                                            
32 インド商標法第 11 条(8)項 
33 インド商標法第 11 条(9)項 
34 （判例）Premier Brands UK Ltd. vs. Typhoon Europe Ltd. (2000 FSR 767) 
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せたり汚したりすることで周知商標を希釈させることは、周知商標の有する識別力の

ある特徴または評判を毀損する行為とみなされる。 
 
商標登録官は、周知商標と同一または類似しているため紛らわしい商標については、登

録出願された指定商品が異なる場合であっても、かかる商標を使用すれば誤解を招き、ま

たは混同を生じるおそれがあることを理由として、その登録を認めてこなかった。かかる

拒絶査定に対して、何度も不服が申し立てられたが、裁判においてもこの決定が支持され

てきた。35 
 
 これまでの法理論に基づき、世界的な顧客吸引力を有する商標（従って、周知商標）

は、優先権および世界における顧客吸引力と名声に基づいて裁判所により保護される。

海外の著名商標が、世界における顧客吸引力、名声および知られていることに基づき

インドで詐称通用法により保護されるという多数の判例がインドにある。多くの場合

に、このような商標の所有者はインドでその直接的な存在を示さず、国際誌および専

門誌における広告に基づいてのみインド国内で評判を得ている。 
 

 現行商標法に先立つインドの商標法でも、詐称通用の法理の下で著名な商標を保護

してきた。現行商標法の重要性は、著名な商標の法令上の認定にあり、また何が著名

な商標を構成するかという点にある。商標法は、「不正利益」、および「顕著な特質

あるいは評判への毀損」の要件を規定することで、消費者に混同を来たすことがない

場合でも保護されるべき商標のカテゴリーがあるとも認識している。 
 
 インド商標法には既に述べたような通常の商標以外に連合商標の制度も規定されている

（商標法 16 条）。これは、何らかの商品若しくはサービスに係る登録商標又は登録出願

中の商標が，同一又は同種の商品若しくは同一又は同種のサービスについて，同一所有者

名義による他の登録商標又は登録出願中の商標と同一であり，又は所有者以外の他人が使

用すれば誤認若しくは混同を生じるおそれがあるほど類似する場合は，商標登録官は，い

つでも当該商標を連合商標として登録すべき旨を命令することができるとするものである

（商標法 16 条 1 項）。 
  
また、商標規則 60 条で、商標が他の何らかの商章と連合して登録される場合は，商標

登録官は，登録簿において最初に記載された商標に関連してその商標と連合する商章の登

録番号を注記しなければならず， かつ，登録簿において各連合商標に関連してそれらと連

合する商章であるとして最初に記載 された商章の登録番号も注記しなければならないとし

ている。 
 
１５．  団体標章 

 団体標章の登録および保護は、旧インド商標法においては認められておらず、現行商標

法において初めて採用された。パリ条約に基づく義務を履行するためである。インドの加

盟するパリ条約第17条の2項においては、パリ条約同盟国に対し、各国において団体標章

の出願および保護を認めることを義務付ける。 
 
（１）  定義 

                                                            
35 （判例）Sunder Parmanand vs. Caltex AIR 1969 Bom 24、および Dunhill case (1982) 
PTC 145、および Fiat case (1986) PTC 154、および Dilip Chand Aggarwal vs. Escorts Ltd. 
(1981) IPLR 1 
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団体標章の定義は、商標法第2条(1)項(g)号において、「団体構成員の商品または役務と、

他の者の商品または役務とを識別する商標（但し、この場合の団体には、インドパート

ナーシップ法（1932 年制定）に定めるパートナーシップを含まない。）」をいうと定め

られている。従って、この定義から、団体標章は、パートナーシップ形態の組織が保有す

ることができず、または登録することができない。 
 
（２）  登録要件等 
団体標章は、商標の定義において、商標に含まれるものとして定められていることから、

パリ条約等の締約国への出願における優先権の主張、多区分の一括出願、絶対的なおよび

相対的な登録拒絶理由、異議申し立て、登録および更新、権利の侵害、譲渡、許諾された

使用、商標原簿の訂正等、商標法の全ての規定が、商標に準じて、団体標章にも適用され

る。  
 
（３）  存続期間 

団体標章の存続期間は 10 年間で、その後 10 年ごとに更新することができる。 
 

（４）  団体標章の登録手続き 
団体標章の登録を出願するときには、特別に指定された様式をもって行う。願書の他に、

団体標章の使用規則案、および登録出願の正当性を申し述べた意見書を、商標登録官に提

出しなければならない。団体標章の使用規則には、団体の目的および構成員について、構

成員の要件、団体標章を使用することが認められる者および団体標章の所有者が団体標章

の使用に対し行使する管理・監督権限、団体標章の承認等の使用条件、団体標章の使用に

対し不服が申し立てられたときの手続き、その他商標登録官により求められる関連事項に

係る規定を、定めなければならない。 
 
 団体標章の認可・登録手続きは、上述の商標に準ずる。 
 
（５）  その他の規定 
上記に加え、団体標章については特に、次に掲げる定めが適用される。 

 
① 商標法に基づき、団体標章は、誤認を招きまたは混同を生じるおそれがある場合には

（特に、当該団体標章が、団体標章と見なされないおそれがある場合）、登録が認められ

ない。団体標章と見なされないおそれがある場合には、団体標章であることが分かるよう

な表示を入れるよう、商標登録官から求められる場合がある。 
 
② 団体標章の使用規則を改正する場合には、改正した規則を所定の様式をもって商標登

録官に提出し、その承認を受け、公告されなければ、当該規則は有効なものとならない。 
 
③ 団体標章が取り消される場合には他に、団体標章の果たすべき機能とは異なる誤認を

招きかねない形態で団体標章を使用する場合や、団体標章の所有者が、団体標章の使用規

則を守らず、または守らせない場合等がある。 
 
１６．  証明商標 
（１）  定義 
商標法は、証明商標の登録は、商標登録官の権限によって判断されることを定めている。

証明商標の定義は、同法第2 条1項e号において、「取引において商標を使用する商品また

は役務について、生産地、原材料、商品の製造方法または役務の実施方法、品質、精度そ

の他の特徴の点で、商標権者が認定する特徴を有するものと、商標法第9章に基づき当該

所有者の名義をもって、当該証明商標の所有者として、上記のような生産地、原材料、商
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品の製造方法または役務の実施方法、品質、精度その他の特徴の点で、所有者が証明する

特徴を有さず、登録することのできない商品または役務とを、識別することのできる商標」

をいうと定められている。特に証明商標に適用される規定は、商標法第9章に規定されて

いる。 
 

（２）  登録用件 
証明商標の定義から、標章が証明商標として認められるためには、一定の特徴を有する

ものと認定された商品または役務と、かかる特徴を有するものとして認定されていない商

品または役務とを、識別することができなければならない。その他の登録要件は、インド

商標法第9章において、次に掲げる通り定める。 

 

①  証明された商品に係る事業に従事し、または証明されたような役務を提供している

者は、証明商標の所有者となることができない。 
 
② 登録要件の審査においては、商標登録官は、商標法のそれ以外の規定（例えば、絶対

的および相対的な拒絶理由に係る規定）に基づき、登録の是非を検討する。但し、絶対的

な拒絶理由で、識別力の認められる特徴が見られず、または当該市場において慣用されて

いるという理由は、証明商標の登録拒絶理由とすることができない。 
 

②  その他の登録要件は、登録対象の証明商標を使用する商品を証明した機関に、正当

な証明権限があったかどうか、証明商標の使用規則案に不備はないか、当該証明商標

を登録することが公共の利益にかなうと思われるか等である。 
 

④ 証明商標は、これが証明商標であることが分かるような表示を入れるように、商標登

録官から指示される場合がある。 
 

 証明商標の登録査定がされると、他の商標と同様に、商標公報に掲載され、これに対す

る異議を申し立てることができる。 

 
（３）  存続期間 

証明商標の存続期間は 10 年間で、その後は 10 年ごとに更新することができる。  
 
（４）  証明商標の譲渡 
証明商標は、事前に商標登録官の許可を得た場合に限り、譲渡することができる。 

   
（５）  証明商標の取消  
損害を被った当事者による申請によって、次に掲げるいずれかの事由を理由として、証

明商標の登録取消し、または商標原簿の登録事項もしくは証明商標の使用規則の訂正が商

標登録官によって認められる。 
 
①  権利者が、証明商標を使用する商品または役務の全部または一部を証明する権限を

有さなくなった。 
 
② 権利者が、遵守すべき規則の規定を遵守しなかった。 
 
③ 証明商標を登録しておくことが、公共の利益に寄与しなくなった。または 
 
④ 証明商標を登録したままにしておくと、公共の利益を守るために、証明商標の使用規

則を改定する必要がある。 
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（６）  証明商標の登録手続き 
証明商標の登録を出願するときには、特別に指定された様式により行う。願書の他に、

証明商標の使用規則案、および登録出願の正当性を申し述べた意見書を、商標登録官に提

出することが必要である。証明商標の認可および登録手続きは、上述の商標の手続きが準

用される。 
 
１７．  訂正／取消審判 

 何人も、商標原簿に登録された事項があるために、または過失もしくは故意により登録

されていない事項があるために損害を被った場合には、訂正審判／取消審判を請求して、

登録事項の取消しまたは変更命令を出すよう、商標登録官または知的財産審判委員会（IP
AB）に申し立てることができる。登録異議申し立ての場合とは異なり、訂正審判は、「損

害を被った」当事者のみが提起することができる。どのような者が「損害を被った者」と

言えるのかについては、インド高等裁判所は、訂正審判／取消審判の場合とで異なると判

示している。Hardie Trons Paint and Chemicals Ltd vs. Addisons Paint and Chemicals 
Ltd.事件判決においては、商標原簿の登録が不当であり、これを削除することが需要者の

利益にかなうという理由で申し立てられた訂正審判／取消審判においては、「被害を被っ

た者」に該当する者の解釈に当たっては、異議を唱える資格を認める際に緩やかな基準を

用いるのが相当であろうことが判示された。但し、商標の不使用を理由とした、商標原簿

の記載事項に係る訂正審判の場合には、審判を請求した者が、当該事項が原簿に記載され

たままであれば、どのような損害を被ると思われるのかを、証明しなければならない。 

  商標法に基づき、商標登録官または審判委員会は、商標権者に不利益となる場合でも、

商標原簿に登録された商標の訂正／取消を、所定の手続きを行った後に行うことがで 

る。このような手続きを行うことができるのは、登録が不当である場合に限られる。 

 
（１）  訂正／取消の理由 

訂正審判／取消審判を請求する理由には、次に掲げる事由等がある。 
 
（２）  登録商標の不使用36 
商標法第 47 条は、登録商標の訂正／取消事由として、商標の不使用を定めている。 

 
 商標の不使用を含む以下の2つの事情における場合には、商標原簿の登録事項につき、

訂正／取消が行われる。 
 
① 1 つは、商標を使用する意思がないのに登録されており、かつ実際に、訂正審判／取

消審判の請求前 3 カ月間に使用されていないことが証明された場合には、商標の登録は抹

消される。 
 
② もう 1 つは、訂正審判または取消審判の請求される 3 カ月前までに、商標が実際に登

録されてから継続して 5 年以上の間、当該商標が使用されていなかったことを、証明する

ことができる場合には、商標の登録は抹消される。 
 
 但し、上記2つ目の場合については、インドにおいて法令規則の定めに基づき当該商標

                                                            
36 商標法第 47 条 
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の使用が制限される等、当該商標を使用する指定商品または役務の属する業界特有の事情

があるために不使用となっており、故意に当該商標を放棄し、または指定商品もしくは役

務に使用していないわけではないときには、商標の登録は抹消されない。登録商標の指定

商品について、戦争のためにこれの輸入が制限され、また禁止され、または取引が実際に

難しくなるほどの高関税が課された場合も、特別の事情とみなされる。 

 
 登録商標の不使用に係る申し立ては、当該商標の指定商品または役務の一部または全部

について行うことができ、前者の場合には、当該商標が使用されていない商品または役務

についてのみ、当該商標の登録が抹消される。なお、商標を使用する指定商品または役務

と同一または類似の商品または役務に当該商標が使用されている場合には、かかる使用を

もって、不使用を理由とする異議申し立てに対する抗弁とすることができる。 
 
 不使用を理由として商標の登録取消しを申し立てられた場合に、これに対して抗弁する

には、誠実な使用を証明しなければならず、相当な規模をもって商業的利用したことを要

さない。保税倉庫、外国大使館、国連機関等、限られた対象に商品を販売する場合には、

誠実な使用と見なされている。継続的とはいえない使用も、訂正審判／取消審判における

抗弁として認められている。 
 
 不使用を理由として訂正審判が請求された場合には、商標権者がこれに対する抗弁とし

て、次に掲げる商標法の規定を援用することができる。 
 

① 連合商標、または商標の同一性に著しく影響しない変更および修正が加えられた商標

の使用は、審判機関の判断により、訂正が求められている商標が使用されていたものと同

様にみなされる。37 
 

② 商標の一部が全体とは別に登録されている場合には、当該一部の使用により、当該商

標が使用されていたものとみなされる。38 
 

③ インドから輸出される商品または役務に限って商標が使用されている場合には、当該

商標がインドにおいて使用されているものとみなされる。39および 
 

④ 登録商標の使用権者による商標の使用は、商標権者が商標を使用したものとみなされ

る。 
 
（３） 商標に関する登録時の条件不遵守40 

 商標登録官が商標を登録するときには、商標の使用形態、商標を使用する指定商品の性

質、特徴または品質、指定商品の生産地等、条件を付けることがある。かかる条件が遵守

されていない場合には、商標の訂正が行われる。実例を挙げると、「Toofan Mail」とい

う言葉を含む商標が、商標の空白部分には記述的事項のみを記載するという条件で、登録

を受けていたのに、実際には空白部分に電車の図案を入れたものを商標として使用したた

                                                            
37 第 55 条(1) 
38 第 55 条(2) 
39 第 56 条 
40 第 57 条(1) 
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め、商標登録条件に違反した行為を行ったという理由で、当該商標の登録が抹消されたこ

とがある。41 
 
 
（４）   商標法第 57 条 2 項   
この項では訂正審判／取消審判の請求理由として、次に掲げる事由を定めている。 

  
① 過失または故意により登録されていない事項がある。 
 

② 十分な理由がないのに登録された事項－商標が商標原簿に登録された時に、混同を生

じるおそれがあり、または商標に識別力が認められない等、インド商標法の定めに反して

商標原簿に登録されたことを証明することができる場合には、十分な理由がないのに登録

されたという理由で、商標の登録が抹消される。識別性に欠けるという理由で商標の登録

に異議が申し立てられ、かつ商標原簿に登録された時に識別力が認められなかったことが

証明された場合には、かかる申し立てに対し、訂正審判が請求された時に、当該商標に識

別力が認められることを示す証拠の提出をもって、抗弁とすることができる。42 
 

③ 登録が不当である－商標原簿に登録された商標が、商標法に定めるいずれかの規定に

違背するものであることが証明された場合には、商標の登録が抹消される。商標が、商標

権者の扱う指定商品または役務を示す機能を果たさなくなったときにも、これを理由とし

て、商標の登録が抹消される。更に、商標が誤認を招くおそれがあるときにも、かかる理

由をもって、本規定に基づき、商標の登録に異議が申し立てられる。但し、商標原簿に登

録された時に誤認を招くおそれが存在していなかった場合には、その後そのようなおそれ

が発生したとしても、通常は、商標権者の行為が原因でかかる誤認のおそれが発生したの

でない限り、当該商標の登録は抹消されない。43更新料を不納した場合にも、インド商標

法に定める要件に違反したことになるので、商標原簿の登録が不当であるとみなされる。

および 
 

④ 登録事項に誤りまたは瑕疵がある－誤記または実体的事項に係る瑕疵のいずれも、登

録事項の誤りとなる。 
 
 本項による申請を考慮するに当たって、審判廷は、公共の利益および商標原簿の正確な

維持を第一に考えている。 
 
（５）  商標登録官による職権による訂正 

審判廷は職権をもって商標の訂正を行うことができ、必要な手続きを踏んだ上で訂正命

令を出す。 
 
（６）  訂正／取消の手続き 
① 商標登録官による訂正の手続き 
訂正の手続44は、（登録に不服のある）請求人は所定の様式により、当該商標につきど

のような利害を有するのか、請求の根拠、および求める措置を意見書 3 部添付して申請書

                                                            
41 Lachmandas vs. Sant Ram 1982 PTC 352 (TMR) 
42 商標法第 31 条 2 項 
43 GE Tm(1973) RPC 297 
44 編者注：商標法 57 条 
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を提出して、請求することができる。これに対し商標権者は、訂正審判請求書を受領後遅

くとも 3 カ月が経過するまでに、答弁書を提出するものとする。その後の証拠、聴聞等の

手続きは、登録異議申し立て手続きに準ずる。 

 
商標登録官の判断により（職権をもって）、訂正手続きを開始する場合があり、このよ

うな場合には、商標権者、登録された使用権者、その他商標原簿において商標の権利・利

益を有する者として登録された者に対し、訂正手続き通知が交付され、訂正する理由およ

び訂正に係る聴聞期日が知らされる。訂正手続き通知を受けた当事者は、書面の提出を

もって意見を申し述べ、または聴聞において口頭により意見陳述を行うことができる。商

標原簿の訂正が商標登録官により決定された場合には、当該決定が書面により関係当事者

に交付され、通知される。 
 
② 知的財産審判委員会（IPAB） による訂正／取消手続き 

IPAB は、独自の訂正手続きの請求書を有している。更に、IPAB による手続きでは、

全ての書面による証拠は、宣誓供述書により、請求書と共に提出しなければならない。訂

正審判請求書が提出されたら、2 カ月以内に（但し、この期限は延長することができる）、

当該審判対象の商標権者は、答弁書、および書面による証拠を宣誓供述書として、提出す

ることができる。商標権者の答弁書等が提出されたら、今度はこれに対する答弁を審判請

求者が行い、続いて IPAB による審理が行われ、決定が下される。 
 
 
１８．  登録商標の譲渡／移転 
商標権者は、商標を譲渡し、その対価に対する受取証書を交付する権利を有する。45商

標の譲渡を受けた者は、当該商標の登録時に付けられた条件および制約付きで、またイン

ド商標法第 12 条に基づき商標の競合が認められる場合には、これに係る制限の範囲内で、

当該商標の権原および権利を得る。 
 
登録商標は、これの登録時に指定した商品または役務の一部または全部について、当該

商品または役務に係る営業と合わせてまたは分離して、これを譲渡することができる。46

未登録商標も、営業と合わせてまたは分離して譲渡することができる。47登録商標でも未

登録商標でも、営業と分離して譲渡する場合には、譲受人は譲渡後 6 カ月以内に（但し、

この期限は、商標登録官の裁量で、最長更に 3 カ月間延長が認められる）、商標登録官に

対し、当該譲渡公告の命令を請求することを要する。48 
 

（１）  インド商標法においては、商標の譲渡により、排他的権利が複数創設され、ま

たはインドもしくはインド国内各地において排他的権利が創設される場合には、

かかる譲渡を禁じる。49商標の譲渡により、当該商標を同一の商品または役務、

商品または役務に係る同一の表示、および類似の商品もしくは役務または商品

もしくは役務に係る類似の表示に使用する排他的権利が、複数の者に創設され

る場合には、かかる譲渡は禁じられる。但し、商標の譲渡によりかかる排他的

権利が複数創設される場合であっても、これをインド以外の市場に輸出する以

外の方法でインド国内において複数の者が行使することができないものである

                                                            
45 商標法 37 条 
46 同法第 38 条 
47 同法第 39 条 
48 同法第 42 条 
49 同法第 40 条および 41 条 
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ときには、かかる譲渡は有効とみなされる。 

 

（２）  同様に、商標の譲渡により、インドのある地域において販売され、または取引

される商品の商標を使用する排他的権利がある権利者に発生する一方で、競合

してインドの別の地域において当該商品と同一の商品または役務、商品または

役務に係る当該商品の表示と同一の表示、および当該商品と類似する商品もし

くは役務または商品もしくは役務に係る当該商品の表示と類似の表示に使用す

る同一または類似の商標を使用する排他的権利が別の権利者に発生する場合に

は、かかる譲渡は禁じられる。但し、かかる商標の使用権が行使されることに

より、いかなる場合においても需要者の利益が損なわれることはないと、商標

登録官により判断され、承認を得た上であれば、上記のような譲渡も認められ

ることがある。 
 
上記のような譲渡につき、商標登録官の承認が得られた場合には、それから 6 カ月以内

に、当該譲渡の登録に必要な措置を講じなければならない。 
 
連合商標の場合は、インド商標法の定めに基づき、必ず分離することなく一緒に譲渡し

なければならない。50 

 
インド商標法第 45 条(1) 項に基づき、登録商標の譲渡を受けた者は、当該商標権者の承

継人として、登録しておかなければならない。出願中の商標の譲渡については、明文によ

る定めはないが、この場合においても、登録しておくのが最善の措置と言える。但し、譲

渡の有効性につき当事者間で争いがある場合には、当該当事者の権利につき、管轄裁判所

の判断が出されるまで、譲渡に係る権利の登録が、商標登録官により拒否される。 
 
インド商標法第 45 条(2)項に基づき、譲渡証書は、裁判においては、登録商標の権原を

証明する証拠として認められない。この第 45 条の定めは、判例において繰り返し出され

ていた判断を、明文をもって定めたものである。51特に顕著な判例は、デリー高等裁判所

およびチェンナイ高等裁判所において出されたもので、登録商標の譲渡を受けた者が、譲

受人として商標原簿に登録されていないことを理由に、訴えの却下も、暫定的な救済措置

も否認された。 
 
しかしながら、チェンナイ高等裁判所の裁判官がにおいて出された判決では、商標原簿

に登録されていない商標の譲渡に係る証書がある場合であっても、これは譲渡に係る権原

の証拠として、裁判において認められないと判示したが、この判決は、同裁判所の二人で

構成する裁判体がとった見解に反するという理由で、批判に値する。実際、当該判決にお

いては、譲渡証書の証拠能力について出されてきた他の判例を検討することも、譲渡証書

の証拠能力を認める立場を取る判例を検討し、当該判例と異なる判断を下した理由を明ら

かにもしていない。 

 

                                                            
50 インド商標法第 44 条 
51 （判例）Charak Pharma Pvt. Limited vs. Prashi Pharma Private Limited, (2004, Del HC, 
Mukundam Sharma, J)および M/s Modi Threads Limited vs. Som Soot Gola Factory, (1992, 
Del HC, P K Bahri J)および T Mahommed Zumoon vs. Fathimunnissa Bibija, Air 1960 
Madras 80 および M/s Hindustand Lever Limited vs. Bombay Soda Factory, AIR 1964 Mys 
173 
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最善の対応策として、商標の譲渡につき、できる限り早くこれを登録するために必要な

措置を講じておくのが賢明である。. 
 
１９．  登録商標の使用許諾 

現行のインド商標法には、商標の使用許諾について細かい規定が置かれている。同法に

おいては、「（商標の）許諾された使用」とは、商標の使用権者として登録された者、ま

たは登録された商標権者もしくは使用権者以外の者であっても、商標権者の同意を得て書

面による契約書に基づき商標を使用する者が、商標を使用することをいうと定める。従っ

て、使用権が付与されているのに使用権者の登録が行われていなくても、書面による契約

に基づき商標の許諾された使用が行われており、かつ取引において当該商標との関連性が

認められる場合には、当該商標を商標権者がインドにおいて使用していないという理由で

商標登録取消審判が請求されても、上記の通り許諾された使用が行われていることを抗弁

として、商標権者の利益を守ることができる。 

 

ただ、商標権者との間で締結した使用許諾契約を商標登録官に登録してもらっておいた

方がよいのは、登録された権利者は、当該契約において別段の定めに同意していない限り、

自己の名義で商標権侵害の訴えを提起することができるからである。 

 

（１）  使用権者の登録手続き 

登録商標の使用許諾契約に基づく使用権は、商標登録官により登録される。インド商標

規則においては、使用権者の登録請求は、商標使用許諾契約を締結後 6 カ月以内に行わな

ければならないと定める。登録商標の使用許諾契約を登録するときには、商標権者および

使用権者が一緒に、所定の様式をもって、これに当該契約書またはその認証謄本および次

に掲げる事項を確認した（商標権者の）宣誓供述書を添えて、登録を申請しなければなら

ない。 
 
① 当該契約に定める商標権者および使用権者の関係 

 

② 商標の使用につき、商標権者がどの程度の監督権限を行使するか 

 

③ 専用使用権か通常使用権か 

 

④ 指定商品または役務 

 

⑤ 指定商品または役務に係る条件または制限事項 

 

⑥ 許諾された使用期間は、定期か無期限か 
 
その他に求められる書類または証拠として、当該使用許諾契約に記載された書類または

書簡等がある。またインド商標規則においては、商標使用許諾契約をもって、ロイヤル

ティの支払条件、使用権の消滅事由、および商標の使用が許諾された使用に当たることを、

明文の規定により定めるよう義務付ける。 

 

上記の要件をすべて満たしていると判断された場合には、商標登録官により、使用権者

の登録が行われ、当該登録が行われたことが、当該商標の他の登録使用権者にも通知され

る。 
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またインド商標法においては、使用許諾契約、およびその他当該契約の登録につき提出

された書類または証拠について、登録の請求者から要求があれば、商標登録官はこれを秘

密情報と見なしてその秘密を厳守し、当該商標の使用される商品等の市場の競合相手に対

し明らかにしてはならないと定める。 

 

使用権者の登録変更または取消しは、商標登録官により行われる。. 
 

２０．  商標に関するベストプラクティス 
    

（１）   インドにおいては、商標登録を行っておくことである。商標登録するこ

とにより、商標権者は、当該商標を使用し、商標権の侵害があった場合に

は救済を受けられる独占的な権利を得られるからである。 

 

（２）  商標を使用する場合 

① 商標は、普通名称化することのないように、商品または役務の名称や表示としてで

はなく商品および役務の出所を特定する商標として需要者に認識されるような形態で、

使用すること。 

 
② 上記のように使用するには、商標のすぐそばに、商標を示す記号として™や®を付す

方法がある。 
 

③ 他には、どれが商標かを需要者がすぐに識別し特定することができるように、製品

の一般名称を包装に明記する方法もある。 
 

④ 商品または役務、広告宣伝等において、同一の方法・形態で商標を使用すること。

商標登録を行った場合には、当該商標の使用も、当該登録商標に一致したものでなけ

ればならない。 
 

（３）  商標の模倣または商標権侵害があった場合 

① 商標権者は、当該商標のあらゆる侵害者に対し、第三者が権利を取得して当該商標

権が損なわれることのないよう、必ず対抗措置を講じるように努めなければならない。

商標が商標権者以外の者により商標権者の指定した商品とは異なる商品に使用された場

合には、これにより、当該商標の価値が損なわれ、識別力が失われることがある。 

 

② 上記の場合には、ただ対抗措置を講じるのではなく、これを迅速に講じなければな

らない。 

 

③ 明らかな商標権の侵害または模倣行為が行われた場合には当たらなくても、法的手

続きに訴える前に、法的に意味のある警告通知（legal notice）52を交付しておくとよい。

法的手続きに訴えられるおそれがあると分かれば、警告に応じて、当該商標権を侵害し

ている商標の使用を止めるケースが多いからである。 

 

④ 上記の警告通知を交付したが、警告に応じず、または警告を無視してきた場合には

必ず、直ちに法的手続きを提起しなければならない。法的手続きを取らなければ、懈怠

または権利不行使とみなされるおそれがある。 

                                                            
52編者注：侵害の停止を要求する文書のこと。 
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⑤ 法的手続きを提起した場合には、当該手続きにおいて正確な事実を申し立て、証拠

により立証するために必要なときには必ず、また必ずしも必要ではなくてもできる限り、

侵害された商標権につき訴えた侵害者およびその事業活動の性質・範囲について、調査

を行っておくこと。 

 

⑥ 商標権者は、商標権に係る明らかな模倣行為が横行し、数多くの権利侵害者の存在

が認められる場合には、刑事手続に訴えることも考えられる。模倣行為が特定の地域に

おいて（1 つとは限らない）横行しており、しかも多数の権利侵害者が存在する場合には、

最も悪質な侵害者を特定し、これを見せしめとして行動をとる方がよいであろう。 
 
（４） 商標権者は、商標公報の掲載を見て、同一のまたは紛らわしい商標が使用されて

いるということを知ることが多い。かかる商標については、公報掲載後 3 カ月以内に異議

を申し立てる必要があるが、それと同時に、不正に当該商標の登録を出願した者に対し、

当該商標の使用、および商標権者の権利に抵触する権利の取得を差し止める法的手続きを、

裁判所に提起するという措置も考えられる。なお、異議申し立て手続きにおいて主張が認

められたとしても、商標権を侵害している商標の登録が認められないに過ぎず、異議を申

し立てた商標の使用自体を止めさせるには、裁判所に訴訟を提起するしかない。 
 

（５）  譲渡があった場合 

譲渡の事実、商標権者の氏名および住所の変更登録商標につき商標権または商標権者の

氏名もしくは住所等の変更があった場合には、必ずできる限り早く当該変更を登録し、常

に最新かつ正確な情報を商標原簿に登録しておくようにしなければならない。 

 

（６）  警告通知の公表～商標の不正使用が横行し広がった場合には、インド全域に頒

布されている主要紙に警告通知を掲載し、業界および一般の人々に警告を発し、商標権の

侵害を止めさせるという措置を取った方がよい。 
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上記の商標登録のフローに説明を加えるとおおよそ次の通りである。 
 

（１） 出願人が適切なフォームを用いて出願する商標の所有者であることを主張して出

願を行う。 
 

（２） 商標登録局は出願がなされると出願番号をとともに確認の受領証を発行する。 
 

（３） その後 1、2 週間のうちに商標登録局は当該出願に割り当てた正式な出願番号と

出願日を記載した当該商標を表示する書面を発行する。 
 

（４） しかしながら、今のところ商標登録局はデジタル処理のアカウントのものについ

ては、この書面を発行せず、オンライン・データベースに入れてアップロードして

いる。 
 

（５） 図形商標は商標登録局のウイーン図形コード化課に送り、形状の要素に関して

コード化を行う。 
 

（６） 審査 

審査報告書が 2、3 カ月以内に出され、出願人は正式な異議に対して 1 カ月の応

答時間が与えられる。応答時間はその延長ついて適切な申請をすることでさらに 2、
3 カ月の期間が商標登録官の裁量で延長できることとなる。 

 
（７） 審理 

当該出願の審理は口頭でするとの指定がなされることがある。審理が認められる

と、当該出願は第三者による異議申立てのために商標公報（Trade Mark Journal）
で公告される。 

 

（８） 異議申立 
異議申立期間は商標公報で公告した日から 4 カ月53である。異議申し立てがない

場合は、当該商標は登録され、登録証が当該商標の所有者に対して発行される。 
 

（９） 更新 
インド商標法の下では、商標の登録期間は 10 年である。その後、当該商標は、1

0 年後毎に更新できる。更新登録の出願は当該商標登録の期限終了の 6 カ月前から

することができる。更新期限を過ぎてしまった場合は、遅延手数料を支払うことで

最長 6 カ月間は更新が認められる。この 6 カ月間が経過し、1 年以内であれば回復

の請求をすることで、更新が認められることと 
 
 
 
 

                                                            
53 編者注：商標規則 47(1)で 3 カ月プラス 1 カ月の延長が認められている。 
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所在地および管轄地域 
 

S. No. 商標局  管轄地域 所在地  担当者 

 Delhi Office 
NCT of 
Delhi 

The States of Jammu 
& Kashmir, Punjab, 
Haryana, Uttar 
Pradesh, Himachal 
Pradesh, Union 
Territory of Delhi and  
Chandigarh 

Trade Marks 
Registry,  
Intellectual 
Property Bhavan,  
Plot No. 32, 
Section 14, 
Dwarka, Delhi 
 
Tel.:  011-
28082915/ 16  
Fax: 011-
28082917 
 

 Shri. D. S. 
Bansod,  
Deputy Registrar 
of Trade Marks  

 Shri. Amar 
Prakash,  
Deputy Registrar 
of Trade Marks  

 Shri. G. L. 
Verma,  
Assistant 
Registrar of 
Trade Marks.  

 Kolkata 
Office  
State of 
West 
Bengal  
 

The States of 
Arunachal Pradesh, 
Assam, Bihar, Orissa, 
West Bengal, Manipur, 
Mizoram, Meghalaya, 
Sikkim , Tripura and 
Union Territory of 
Nagaland, Andamar & 
Nicobar Island. 
 

Trade Marks 
Registry,  
CP-2, Sector V, 5th 
floor, I.P.Bhavan, 
Salt Lake,   
Kolkata-700091 
Telfax: 033-
23677311  
 

 Shri. M. 
H.Mahendra,  
Joint Registrar of 
Trade Marks 

 Shri. S. B. Palo, 
Senior Examiner 
of Trade Marks 

 Ahmedabad 
Office 
State of 
Gujarat 

The States of Gujarat 
and Rajasthan and 
Union Territory of 
Damman, Diu, Dadra 
and Nagar Haveli 

Trade Marks 
Registry,  
15/27 National 
Chambers,  
1st Floor, Ashram 
Road,  
Ahmedabad-380 
009. 
Tel: 079-
26580567 

 Shri. Dharam 
Singh,  
Assistant 
Registrar of 
Trade Marks  

 Smt. Prem Lata, 
Assistant 
Registrar of 
Trade Marks  

 Shri.V.S.Parab, 
Senior Examiner 
of Trade Marks. 
 

 Mumbai 
Office  
State of 
Maharashtra 

The States of 
Maharashtra, Madhya 
Pradesh and Goa 

Trade Marks 
Registry, 
(Head Office)  
Intellectual 
Property Bhavan,  
Near Antop Hill 
Head Post Office, 
S.M. Road , 
Antop Hill,  
Mumbai 400037  
 
Tel: 022-2410 
1144, 24101177, 
24148251, 
24112211  
Fax: 24120808, 
24132295  

 Smt. Ratan 
Shalya,  
Assistant 
Registrar of 
Trade Marks 

 Shri. U. L. Barve,
Assistant 
Registrar of 
Trade Marks  

 Shri. D. J. 
Awatramani,  
Administrative 
Officer  
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S. No. 商標局  管轄地域 所在地  担当者 

 Chennai 
Office 
State of 
Tamil Nadu

The States of Andhra 
Pradesh, Kerala, Tamil 
Nadu, Karnataka and 
Union Territory of 
Pondicherry and 
Lakshadweep Island 

Trade Marks 
Registry,  
IP building, GST 
Road, Guindy, 
Chennai-600032 
 
Tel: 044-
22322442 
Tele-Fax: 044-
22322441,  

 Shri. M. C. 
Gupta,  
Deputy Registrar 
of Trade Marks  

 Smt. N. D. 
Kasturi, 
Deputy Registrar 
of Trade Marks  

 Shri. R. A. 
Tiwari,  
Assistant 
Registrar of 
Trade Marks  
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商標 
 
業務 

法定手数料  

(米ドル) 

出願代理人の手数料

の見積り 

(米ドル) 
 

  

商標局による調査の実施およびそれに対する予備的な説

明(1 区分につき 1 商標) 13 100 - 300 

出願：  
 

1 区分における 63 
250 - 450 

同じ出願に含まれる各追加区分について 63 
100 - 300 

条約国からの優先権の請求 - 50 - 200 

1 区分内において 500 文字以上の細目を含める

ための出願 
0.25  

(1 文字あたり) 
50 - 200 

委任状の印紙代 3 50 - 200 

(オフィスアクッションの報告  –  125 - 350 

オフィスアクッションへの答弁書の提出 –  125 - 350 

1 区分につき一カ月の期間の延長申請の提出 13 50 - 200 

各区分における出願の修正／補正申請の提出 13 50 - 250 

譲渡の記録：   

譲渡の日から 6 カ月以内 
 1 登録商標 
 同一出願に含まれた追加商標 

 
125 
25 

 
150 - 350 
50 - 150 

6 カ月～12 か月 
 1 登録商標 
 同一出願に含まれた追加商標 

 
188 
38 

 
200-400 
75-175 

13 か月以降 
 1 登録商標 
 同一出願に含まれた追加商標 

 
250 
50 

 
300 - 450 
75 - 200 

係属中の出願について 13 50 - 200 

商標登録官の聴聞への出席 - 200 - 450 

商標公報の公告の切り抜きの再検討と送付 - 150 - 300 

登録証のチェックと送付 - 150 - 300 

1 区分における 1 商標についての更新申請の提出 125 100 - 350 

1 区分における商標の追加料金の更新申請の提出 200 150 - 400 

1 区分における商標の回復及び更新申請の提出 250 200 - 450 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
意匠  



 
業務 

法定手数料  

(米ドル) 

出願代理人の

手数料の見積

り 

(米ドル) 
 
一区分における一つの意匠登録出願 17 100 – 350  

 
月ごとの期間の延期申請 3 20 – 150  

 
期間の延長に関する申請 8 75 – 200  

 
実体審査のオフィスアクションの報告 – 100 – 250  

 
答弁書の提出 – 100 – 250  

 
期間延長(11 年から 15 年まで) 33 50 – 150  

 
登録番号を付与した場合における特許局からの情報の

請求  
8 50 – 200  

 
登録番号を付与していない場合における特許局からの

情報の請求 
17 50 – 200  

 
認証謄本の申請 8 50 – 150  
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 本冊子は、日本貿易振興機構が 2014 年 3 月現在入手している情報に基づくものであり、そ

の後の法律改正等によって変わる場合があります。また、掲載した情報・コメントは著者及び

当機構の判断によるものですが、一般的な情報・解釈がこのとおりであることを保証するもの

でないことを予めお断りします。なお、法令については仮訳であるため、最終的な確認、照会

については原文において行われるようお願いいたします。 


	第１章 知的財産権の取得
	第２節 商標の登録
	１．商標制度の概要
	２．商標局および審判委員会
	３．商標～定義と種類
	４．日本語文字
	５．商品および／または役務の指定
	６．調査
	７．商標の登録
	８．欺瞞的類似性
	９．商標の類似性判断
	１０．善意の競合使用
	１１．権利範囲
	１２．侵害目的の使用
	１３．商標侵害行為
	１４．周知商標
	１５．団体商標
	１６．証明商標
	１７．訂正／取消審判
	１８．登録商標の譲渡／移転
	１９．登録商標の使用許諾
	２０．商標に関するベストプラクティス
	２１．商標出願および審査のフローチャート


	付属資料
	1―1. 商標局の所在地
	2. 各種料金表




